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障害者虐待防止対策支援事業の実施について 

 

 

 障害者の保健福祉施策については、かねてより特段のご配慮をいただいていると

ころであるが、障害者に対する虐待については、従来より数々の事件が報告されて

おり、障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行う

ための協力体制の整備や支援体制の強化が喫緊の課題となっているところである。 

 このため、今般、別紙のとおり「障害者虐待防止対策支援事業実施要綱」を定め、

平成２２年４月１日から実施することとしたので通知する。 
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                                                                      別紙 

 

障害者虐待防止対策支援事業実施要綱 

 

 

第１ 目的 

障害者虐待については、その未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適

切な支援が重要である。 

このため、地域における関係行政機関、相談支援事業所、障害福祉サービス

事業所、障害者支援施設、社会福祉協議会、障害者団体、医療関係者、司法関

係者、民生委員、人権擁護委員、ボランティア、地域住民等（以下「関係機関

等」という。）の協力体制の整備や支援体制の強化を図ることを目的とする。 

 

第２ 実施主体 

 第３の１、２、４の（２）の①及び②並びに５の事業の実施主体は、都道府

県又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）とする。   

 第３の３及び４の（２）の③の事業の実施主体は、都道府県とする。 

 ただし、事業の全部又は一部を社会福祉法人又はＮＰＯ法人等に委託するこ

とができるものとする。 

 

第３ 事業内容 

下記の１に示した体制を整備（既存の体制の充実を含む。）するとともに、

下記の２から５までの事業について、地域の実情を踏まえ、実施するものとす

る。 

 

１ 連携協力体制整備事業 

（１）趣旨 

 都道府県又は市町村は、障害者虐待防止の取組の推進を図るため、地域に

おける関係機関等の協力体制の整備・充実を図る。 

 なお、本事業は、２から５までの事業の効果的な実施にも資するものであ

る。 

（２）事業内容及び実施方法 

ア 事業内容 

   都道府県又は市町村は、障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、

その後の適切な支援を行うため、地域における関係機関等の協力体制の整

備を図る。 

イ 実施方法 
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  都道府県又は市町村は、関係機関等による日頃からの情報共有のための

連携体制や関係機関等との緊急連絡体制の整備等の具体的方策について

関係機関等で協議し、地域における関係機関等の協力体制を整備する。 

ウ 留意事項 

  事業の実施に当たっては、自立支援協議会との緊密な連携を図るととも

に、児童や高齢者の虐待の防止に係る地域のネットワークとも連携を図

り、効率的かつ効果的な協力体制を整備すること。 

 

２ 家庭訪問等個別支援事業 

（１）趣旨 

 都道府県又は市町村は、障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、

その後の適切な支援を個別の状況に応じてきめ細やかに行うため、地域の実

情を踏まえ、（２）の①から⑤までの事業を適宜組み合わせて実施する。 

（２）事業内容及び実施方法 

① 家庭訪問 

ア 事業内容 

 都道府県又は市町村は、障害者虐待の未然防止のため、過去に虐待の

あった障害者の家庭や障害者支援施設等に長期に入所していた障害者

が家庭復帰した家庭等、そのおそれのある障害者の家庭に対し、相談支

援専門員等を重点的に訪問させることにより、家族関係の修復や家族の

不安の解消に向けた支援を行う。 

イ 実施方法 

（ア）都道府県又は市町村は、相談支援事業所等に寄せられた相談や関係

機関等からの情報を基に、訪問対象とする家庭を選定する。 

（イ）都道府県又は市町村は、訪問対象として選定した家庭に対し、相談

支援専門員等を重点的に訪問させることにより、家族関係の修復や家

族の不安の解消に向けた支援を行う。 

ウ 留意事項 

  事業の実施に当たっては、３の（２）の研修を受講した者等、障害者

虐待の未然防止や虐待発生時の対応についての知識や経験を有する者

により訪問させることが望ましい。 

  なお、実施主体が都道府県の場合は、市町村と協議の上、訪問対象と

する家庭を選定するとともに、市町村と連携し、事業を実施すること。 

  また、必要に応じて、「④ カウンセリング」や「４ 専門性強化事

業」の活用を図ること。 

② 相談窓口の強化 

ア 事業内容 
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 都道府県又は市町村は、障害者虐待の早期発見及び迅速な対応を図る

ため、障害者虐待に係る２４時間・３６５日の相談体制を整備する。 

イ 実施方法 

（ア）都道府県又は市町村は、地域の実情を踏まえ、直営の相談窓口を設

置する方法や、広域圏域ごとに相談支援事業所に委託する方法等によ

り、障害者虐待に係る２４時間・３６５日の相談窓口を設置する。 

（イ）都道府県又は市町村は、相談窓口の連絡先や対応時間等について、

関係機関等に幅広く周知する。 

ウ 留意事項 

  実施主体が都道府県の場合は、市町村と連携して、障害者虐待に係る

２４時間・３６５日の相談体制を整備すること。  

③ 一時保護のための居室の確保等 

ア 事業内容 

 都道府県又は市町村は、障害者虐待の迅速な対応を行うため、事前に

障害者支援施設等に依頼し、居室の確保を行うとともに、緊急一時保護

を要する虐待が発生した場合に虐待を受けた障害者の受入れについて

支援する。 

イ 実施方法 

（ア）都道府県又は市町村は、事前に、虐待を受けた障害者の受入れが可

能と認められる障害者支援施設や短期入所事業所等を選定して、一時

保護のための居室を確保する。 

（イ）都道府県又は市町村は、虐待を受けた障害者の障害や心身の状況、

一時保護先の施設の状況等を踏まえ、必要に応じて、付添等を行う協

力員を確保する。 

（ウ）都道府県又は市町村は、虐待を受けた措置の対象とならない障害者

について、一時保護を行った際に必要となる食費、光熱水費、消耗品

費を障害者支援施設等に支払う。 

ウ 留意事項 

  市町村は、一時保護を受けた障害者について、必要に応じて、成年後

見制度の利用について検討すること(成年後見制度利用支援事業(地域

生活支援事業)の活用等)。 

④ カウンセリング 

ア 事業内容 

 都道府県又は市町村は、障害者虐待に対する一連の対応後において

も、引き続き適切な支援を行うため、医師会、臨床心理士会、精神保健

福祉士会等の精神医療・保健・福祉関係団体の協力を得て、虐待を受け

た障害者やそのおそれのある障害者、障害者虐待を目撃した者、障害者
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虐待を行った家族等に対して、カウンセリングを行う。 

イ 実施方法 

（ア）都道府県又は市町村は、虐待を受けた障害者やそのおそれのある障

害者、障害者虐待を目撃した者、障害者虐待を行った家族等を対象と

したカウンセリングについて、医師会、臨床心理士会、精神保健福祉

士会等の精神医療・保健・福祉関係団体に協力依頼を行う。 

（イ）協力を求められた医療機関の医師や臨床心理士、精神保健福祉士等

は、対象者に対し、カウンセリングを行う。 

ウ 留意事項 

都道府県又は市町村は、虐待を受けた障害者のほかに、障害者虐待を

行った家族等に対しても、障害者虐待の未然防止を図る観点から、カウ

ンセリングを行うよう努めること。 

また、カウンセリングを行う際には、これまでの家族関係の背景や障

害者虐待が生じた要因を踏まえたカウンセリングを行い、カウンセリン

グ終了後においても、「① 家庭訪問」の活用等により、さらに継続的

な支援を行うよう努めること。 

⑤ その他地域の実情に応じて行う事業 

都道府県又は市町村は、①から④に示した事業のほか、障害者虐待が発

生した障害福祉サービス事業所等に対して、国が実施する障害者虐待の防

止・権利擁護に関する研修を受講した者等を指導員として派遣する事業や

オンブズマンを派遣する事業、地域において障害者の家庭の見守りを行う

協力員を配置する事業等、地域の実情を踏まえた事業を実施することがで

きる。 

 

３ 障害者虐待防止・権利擁護研修事業 

（１）趣旨 

 都道府県は、障害者虐待の問題について、障害福祉サービス事業所等の従

事者や管理者の理解を深めるとともに、市町村や相談支援事業所等の相談窓

口職員の専門性の強化を図るため、研修を実施する。 

（２）事業内容及び実施方法 

ア 事業内容 

都道府県は、障害福祉サービス事業所等の従事者や管理者、相談窓口職

員を対象として、以下の研修を実施する。 

① 障害福祉サービス事業所等従事者研修 

障害福祉サービス事業所等の従事者を対象とした障害者虐待の防止

に関する基礎知識や障害者の権利擁護に関する意識啓発、障害者に対す

る虐待や不適切な対応を防止するための障害特性にも配慮した支援方
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法についての研修 

② 障害福祉サービス事業所等管理者研修 

障害福祉サービス事業所等の管理者を対象とした障害者虐待の防止

に関する基礎知識や障害者の権利擁護に関する意識啓発、障害者虐待の

防止のための組織・運営体制についての研修 

③ 相談窓口職員研修 

 相談窓口職員を対象とした障害者虐待の通報を受けた際の対応方法

や虐待を受けた障害者に対する支援に関する専門的知識、援助技術につ

いての研修 

イ 実施方法 

（ア）都道府県は、都道府県自立支援協議会等を活用し、別途、国が行う

研修を参考として、研修の実施方法や内容について検討を行う。 

（イ）都道府県は、研修の質の向上を図るため、別途、国が行う研修に担

当職員や都道府県研修の講師となる者を参加させる。 

ウ 留意事項 

  都道府県は、本研修がより実践的な研修となるよう、演習による事例検

討を実施すること。 

 

４ 専門性強化事業 

（１）趣旨  

 都道府県又は市町村は、障害者虐待の問題に関する専門性を強化するた

め、医学的・法的な専門的助言を得る体制を確保するとともに、都道府県は、

障害者虐待に対する体制整備に資するため、虐待事例の分析等を行う。 

（２）事業内容及び実施方法 

① 医学的専門性の強化 

ア 事業内容 

 都道府県又は市町村は、医師会等の医療関係団体の協力を得て、虐待

を受けた障害者やそのおそれのある障害者の治療の必要性や医学的側

面からの支援方法について、都道府県・市町村職員、相談支援専門員等

が専門的助言を得られるよう、地域における支援体制の専門性の強化を

図る。 

イ 実施方法 

（ア）都道府県又は市町村は、虐待を受けた障害者やそのおそれのある障

害者の治療の必要性や医学的側面からの支援方法に係る専門的助言

について、医師会等の医療関係団体に協力依頼を行う。 

（イ）協力を求められた医療機関の医師等は、虐待を受けた障害者やその

おそれのある障害者の治療の必要性や医学的側面からの支援方法に
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ついて、専門的助言を行う。 

② 法的専門性の強化 

ア 事業内容 

 都道府県又は市町村は、弁護士会、司法書士会等の司法関係団体の協

力を得て、虐待を受けた障害者の保護や権利擁護に係る法的な問題の対

応方法について、都道府県・市町村職員、相談支援専門員等が専門的助

言を得られるよう、地域における支援体制の専門性の強化を図る。 

イ 実施方法 

（ア）都道府県又は市町村は、虐待を受けた障害者の保護や権利擁護に係

る法的な問題の対応方法に係る専門的助言について、弁護士会、司法

書士会等の司法関係団体に協力依頼を行う。 

（イ）協力を求められた弁護士や司法書士等は、虐待を受けた障害者の保

護や権利擁護に係る法的な問題の処理について、専門的助言を行う。 

③ 有識者との連携による事例分析等 

ア 事業内容 

 都道府県は、障害者虐待の事例分析等を行う障害者虐待、高齢者虐待

及び児童虐待に関する知識や経験のある学識経験者、医療関係者、司法

関係者、福祉関係者等から構成されるチームを設置し、虐待を受けた障

害者やそのおそれのある障害者の事例について、チームにおいて分析・

評価を行い、障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の

適切な支援に資するための関係機関等の協力体制や支援体制に関する

マニュアル等を作成する。 

イ 実施方法 

（ア）都道府県は、障害者虐待の事例分析等を行うチームを設置する。 

（イ）チームは、虐待を受けた障害者やそのおそれのある障害者の事例の

分析・評価を行い、都道府県に対して、地域の関係機関等の協力体制、

障害福祉サービス事業所の運営体制等に係る専門的助言を行う。 

（ウ）都道府県は、チームの事例の分析・評価や専門的助言を踏まえ、地

域の関係機関等の協力体制、障害福祉サービス事業所の運営体制等に

関するマニュアル等を作成する。 

ウ 留意事項 

  都道府県は、作成したマニュアル等を市町村を始めとする関係機関等

に幅広く情報提供するとともに、当該マニュアル等を「３ 障害者虐待

防止・権利擁護研修事業」等の研修の場においてテキストとして活用す

るよう努めること。 

 

５ 普及啓発事業 
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 （１）趣旨 

    都道府県又は市町村は、障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障

害者の保護及び自立の支援並びに養護者に対する支援に資するため、

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平

成２３年法律第７９号。以下「法」という。）における障害者虐待の

通報義務等の広報その他の啓発活動を実施する。 

（２）事業内容及び実施方法 

ア 事業内容  

都道府県又は市町村は、地域住民をはじめとする関係機関等に対

し、法における障害者虐待の通報義務等の広報その他の啓発活動を実

施する。 

イ 実施方法  

都道府県又は市町村は、地域住民をはじめとする関係機関等に対し

て障害者虐待防止の普及啓発のためのシンポジウムの開催やパンフ

レットの作成等により広報その他の啓発活動を実施する。 

 

第４ 国の補助 

国は、本事業に要する経費について、別に定める交付要綱に基づき、予算の

範囲内で補助するものとする。 

 

第５ 留意事項 

１ 都道府県及び市町村は、事業を実施するに当たっては、自立支援協議会等に

おいて、実施する事業内容の検討や実績の検証等を行うこと。 

 

２ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律(平成１７

年法律第１２４号)、児童虐待の防止等に関する法律(平成１２年法律第８２

号)及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）を所管する関係部局との連

携を図るとともに、障害者の働く場における障害者虐待については、都道府県

労働局との連携を図ること。 

 

３ 都道府県及び市町村は、虐待を受けた障害者等に関する個人情報の取扱いに

留意すること。 

 

４ 本事業の国庫補助対象には、別に国庫補助がなされているものは含まれない

ので留意すること。 
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